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背 景

• 関連の事業場外資源の連携の必要性と困難さ

• 復職を含め事業場と医療機関との連携の必要性

• 事業場内の人材育成の必要性

過去の調査
研究の課題

• 多くの事業場外資源があるものの、多くは個別相談や
研修を主としていると思われる現 状

• 事業場外資源に関する情報が機能別にわかりやすく
整理されていない情報整理



Ⅰ 調査研究の目的

〈労働者の心の健康の保持増進のための指針〉が促す

メンタルヘルス対策上の取組みを支援する用意がある

神奈川県内の各機関・団体(事業場外資源)の機能・

役割を明らかにし、それらの情報を見易くとりまとめ、

提供するため、 事業場外資源の機能・役割の一覧表

化と市町村ごとに機能別にわけた〈事業場外資源ガイド

ブック〉を作成する。



Ⅱ 対象と方法

①

調

査

対

象

・県内の公立機関

・その他の公的機関

・神奈川精神科病院協会

・神奈川精神科診療所協会

・横浜ﾘﾜｰｸ支援フォーラムの各会員

・神奈川県健康管理機関・協議会



調査対象

公立機関136か所、その他の公的機関167か所、病院・
クリニック236か所 計539か所



Ⅱ 対象と方法

いわゆる“事業場
外資源”のリスト
化 とアンケート

の作成

リスト化した事
業場外資源に対
するアンケートの

実施

アンケートの回
答による各事業
場外資源の役
割・機能の一覧
表化と一部につ
いて詳細なガイド
の作成→「ガイド
ブック」の作成

②ガイドブックの作成



Ⅱ 対象と方法
アンケート内容（表）



Ⅱ 対象と方法
アンケート内容（裏）



回収率は公的機関136か所（100％）その他
の公的機関54か所（32％） 病院・クリニック
59か所（25％）であった。

メンタルヘルス事業場外資源としてリスト化
する対象は、 公立機関 ８３、 その他公的
機関 ２９、病院クリニック ５５の計１６７機関
となった

Ⅲ 調査結果



掲載対象割合

















Ⅳ 考察と提言

公的機関のアンケート先が必
ずしも適切な部署ではなかった

「労働者の心の健康保持増進のため
の指針」「４つのケアの事業場外資源」
等に関して知られていなかった

神奈川産業保健総合支援センター
の役割・機能の理解が不十分

職域保健と地域保健の相互理解が
不十分（視点の違い）

ガイドブックブックの作成・活
用が相互の理解を深めること
につながる

公的機関の窓口が明確化に
つながった

メンタルヘルス対策が連携機
関に浸透

センター事業のPRと事業場
外資源の役割・機能の浸透と
連携を強める



研究成果の活用予定

事業場がメンタルヘルス対策に関する諸課題を認識するとともに、
事業場外資源の支援の活用促進を図る。

事業者/労働者に、ニーズに応じたサービスの提供を用意している
機関・団体の情報を分かり易く提供できる

容易にサービスの提供に辿り着け、指針に掲げられた必要な対策
をより早く講じることを促すことができる

県内の事業者/労働者に幅広く有用な情報を提供できるだけでなく、
より幅広い県民一般への情報提供に繋がり、地方自治体が定める
自殺防止対策上の有用なツールとしての活用も期待できる

ストレスチェック制度にも活用ができる



ご利用をお待ちしておりますご静聴有り難う
ございました


